2011年東北地方太平洋沖地震における鬼怒川・小貝川低地の液状化発生域と人為的土地改変との関係 by 青山, 雅史 & AOYAMA, Masafumi
2011年東北地方太平洋沖地震における 
鬼怒川・小貝川低地の液状化発生域と 
人為的土地改変との関係
青　山　雅　史
Relationship between liquefied sites and artificial landform changes 
in the Kinu and Kokai River Basin, caused by the 2011 
off the Pacific coast of Tohoku Earthquake
Masafumi AOYAMA
群馬大学教育学部紀要　人文・社会科学編
第 67巻　★―★頁 2018 別刷8 69 78  9 
群馬大学教育学部紀要　自然科学編
5 7

2011年東北地方太平洋沖地震における 
鬼怒川・小貝川低地の液状化発生域と 
人為的土地改変との関係
青　山　雅　史
群馬大学教育学部社会科教育講座
（2018年 9月 26日受理）
Relationship between liquefied sites and artificial landform changes 
in the Kinu and Kokai River Basin, caused by the 2011 
off the Pacific coast of Tohoku Earthquake
Masafumi AOYAMA
Department of Geography, Faculty of Education, Gunma University
（Accepted on September 26th, 2018）
Ⅰ　はじめに
　2011年東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖地震）
の発生により，関東地方および東北地方の広範囲に
おいて地盤の液状化が発生した（国土交通省関東地
方整備局・地盤工学会 2011；若松・先名 2014，
2015）。それらの液状化発生域では，戸建家屋の不
同沈下，マンホールや下水道管の浮き上がり，河川
堤防の損壊，多量の噴砂堆積などの被害が多数生じ
た。液状化発生域の土地条件の特徴として，臨海部
の埋立地や内陸部の旧河道・旧湖沼の埋め立て地，
砂利や砂鉄等の採掘地が埋め戻された領域等の特定
の土地条件において液状化が多発したことが報告さ
れた（小荒井ほか 2011；青山ほか 2014；若松・先
名 2014，2015；青山・小山 2017）。2016年 4月に
発生した熊本地震においても，現地踏査および国土
地理院が地震発生後に撮影した空中写真や Google 
Earth画像などの判読から，旧河道や自然堤防など
のほかに，かつて砂利採取が盛んにおこなわれてい
た緑川下流域における砂利採取場跡地において液状
化が多数発生していた（青山・宇根 2016）。それら
の土地条件を有する領域は液状化しやすいことが以
前よりある程度知られており，地形・地質条件に
よって液状化しやすさに差異があることに基づいた
（地形分類図を用いた）液状化危険度評価がおこな
われることがある（国土庁防災局震災対策課 
1999；国土地理院 2007；損害保険料率算出機構 
2008）。このように，臨海部浅海域や内陸部旧河道・
旧湖沼の埋め立て，採掘地の埋め戻しなどの人為的
土地改変は，各地域における液状化に対する脆弱性
に影響を与えている。
　日本列島の沖積低地では，捷水路の開削等による
河川流路の付け替え，臨海部浅海域および旧河道・
旧湖沼の埋め立てや干拓，砂利や砂鉄等の採掘と採
掘後の埋め戻しなど，人為的土地改変が多くの場所
において古い時期からおこなわれてきた。日本列島
の沖積平野を対象とした地形発達史や土木史に関す
る研究，国土地理院治水地形分類図や土地条件図の
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作成などから，河道変遷史や旧河道・旧湖沼の詳細
な分布は明らかにされつつある。それに対し，建材
としての需要の高まりから高度経済成長期には砂利
の採取が盛んにおこなわれ，その時期を中心として
過去には多数の砂利採取場が分布していたが，過去
の採掘地（採掘跡地）の詳細な分布はそれに関する
行政文書（資料）が残存していることは少なく，不
明な点が多い。また，個々の採掘地の面積は小規模
なものが多いため，その分布は国土地理院刊行の地
形図，治水地形分類図や土地条件図などにも図示さ
れていないことが多い。そのような状況から，採掘
跡地は液状化しやすいにもかかわらず，液状化危険
度評価においてその分布は十分に反映されていない
ことがあり，液状化危険度が過小評価されている領
域が多く存在している可能性がある。
　鬼怒川・小貝川低地（図 1）では，東北沖地震に
おいて複数の地点で液状化が発生したことが確認さ
れている（小荒井ほか 2011；国土交通省関東地方
整備局・地盤工学会 2011；先名ほか 2012；若松・
先名 2015）。また，この地域では，高度経済成長期
を中心として，砂利採取が盛んに行われた履歴を有
する。しかし，東北沖地震における液状化発生地点
とそのような砂利採取場を埋め戻した領域（砂利採
取場跡地）との関係について，詳細な検討がおこな
われた地点は少ない。
　このような状況を踏まえ，本研究では，東北沖地
震において液状化が発生した鬼怒川・小貝川低地を
対象とし，現地踏査，過去に撮影された空中写真や
図１　調査地域（鬼怒川・小貝川低地）の位置と地形（国土地理院数値地図 25000（土地条件）を用いた）
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旧版地形図などを用いた GIS解析からそれらの地
域の地形や土地利用の時系列変化を検討し，地形・
表層地盤の人為的改変が液状化の発生に与えた影響
を明らかにすることを目的とする。なお，本研究は，
公益財団法人国土地理協会 2016年度学術研究助成
を用いて行ったものであり，その概要については同
研究成果報告書（青山 2018）で報告した。
Ⅱ　調査地域と調査方法
　鬼怒川・小貝川低地は茨城県西部に位置し，西側
に鬼怒川，東側に小貝川が流下し，その両河川に挟
まれた沖積低地である（図 1）。鬼怒川や小貝川は
かつてより河道変遷を繰り返しており，大正・昭和
期以降は捷水路開削を伴う河道付け替え（河道直流
化）が複数の地点でおこなわれている。また，本地
域においては，高度経済成長期以降，砂利採取が盛
んにおこなわれていた（千代川村史編さん委員会 
1998，1999）。東北沖地震においては，鬼怒川・小
貝川低地においても複数の領域において液状化の発
生が確認されており（小荒井ほか 2011；国土交通
省関東地方整備局・地盤工学会 2011；先名ほか 
2012；若松・先名 2015），下妻市鬼怒では，液状化
発生の影響を受けたとみられる家屋被害なども報告
されている（小荒井ほか 2011；若松・先名 2015）。
　東北沖地震による鬼怒川・小貝川低地における液
状化発生域の土地条件を明らかにするため，国土地
理院数値地図 25000（土地条件），旧版地形図や
1940年代後期以降米軍や国土地理院により撮影さ
れた多時期の空中写真等の地理空間情報を用いた
GIS（Arc GIS10. 3. 1）解析（液状化発生域と地理
空間情報の重ね合わせ），文献資料調査などを実施
した。本地域においては，東北沖地震発生後数ヶ月
以内に撮影された（噴砂の存在が確認可能な）空中
写真や Google Earth画像等は存在しないと思われ
るため，液状化発生域に関するデータは基本的に国
土交通省関東地方整備局・地盤工学会（2011）によ
る既存データを用いた。地下水位や表層地質に関す
る情報については，国立研究開発法人土木研究所や
茨城県土木部などが公開しているボーリング柱状図
などのデータを用いた。
Ⅲ　液状化発生域の分布，土地条件と 
土地履歴　　　　　　　　　　　
　本地域における液状化発生域の分布を図 2に示す。
液状化発生域の多くは，鬼怒川や小貝川などの現河
道近傍に位置している。それらの液状化発生域の土
地条件について，既存の報告では，旧河道における
昭和期以降の造成地のほか，後背湿地や自然堤防な
どの自然地盤における液状化発生とみなしている地
点も多数存在する（国土交通省関東地方整備局・地
盤工学会 2011）。
　それらの液状化発生域の土地条件について，1940
年代後半以降に米軍や国土地理院により撮影された
空中写真を判読して再検討した。その結果，それら
の液状化発生域のうちの複数領域において，1960
年代後半（高度成長期）以降に砂利採取場が存在し，
砂利採取履歴を有していることが明らかとなった
（図 2）。それらの砂利採取場は砂利の採掘終了後に
埋め戻され，水田等の農地や宅地へと変化している。
液状化は砂が緩く堆積した砂質地盤かつ地下水位が
高い地点で発生しやすいとされる（若松 2018）。本
地域における地下水位を既存のボーリング資料から
読み取ると，地表面下 3 m以浅に存在する地点が
多くみられる。また，砂利採掘後の埋め戻しによっ
て，砂利採取場跡地には土砂が緩く堆積した表層地
盤が形成されたことが考えられる。したがって，本
地域では砂利採取場の造成と砂利採掘後の埋め戻し
といった人為的土地改変によって液状化しやすい条
件を有する表層地盤が形成され，砂利採取場埋め戻
し土が液状化した可能性が考えられる。
　ここでは，鬼怒川・小貝川低地の 3つの地区にお
ける土地の履歴について，国土地理院が撮影した多
時期の空中写真や旧版地形図，明治期の迅速測図な
どを用いて，以下詳述していく。
１．筑西市北部（大関，井出蛯沢）と南西部（関本
肥土）の液状化発生域
　栃木県真岡市から茨城県筑西市の小貝川沿いの低
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地にある大関，井手蛯沢，小栗や五行川沿いの低地
にある国府田などの地区においては，液状化発生域
が多数分布する（図 3）。これらは，既存の報告で
は後背湿地や自然堤防などの自然地盤における液状
化発生とみなされてきた（国土交通省関東地方整備
局・地盤工学会 2011；先名ほか 2012；若松・先名 
2015）。
　これらの地区の土地履歴について，国土地理院が
過去に撮影した多時期の空中写真で検討した結果，
この地区の液状化発生域には 1970年代から 1990年
代にかけて砂利採取場が存在していたことが明らか
となった（図 4，図 5）。それらの砂利採取場の位置
や分布は空中写真の撮影年ごとに異なっており，時
系列で細かく変化している（図 5）。一つの砂利採
取場の面積はそれほど大きくないが，異なる時期に
採掘され，埋め戻された砂利採取場（砂利採取場跡
地）が多数分布している。それらの砂利採取場跡地
の現在の土地利用をみると，水田や畑などの耕作地
となっている領域がほとんどである。迅速測図や旧
版地形図を用いて明治期から空中写真が撮影され始
める 1940年代後半までの土地履歴をみると，液状
化発生域が水域（河道や湖沼）であったことは認め
られない。既存ボーリング資料によると，この地域
における地下水位は概ね地表面下 1～2mと浅い。
これらのことから，この地区では，表層部に堆積し
ている砂利採取場の埋め戻しに用いられた土砂（人
工地層）が液状化した可能性がある。
　筑西市南西部の鬼怒川左岸にある関本肥土，関本
中や上野などの地区においては，複数の液状化発生
域が分布する（図 6）。これらは，既存の報告では
後背湿地や旧河道などを農地として造成した領域に
図２　東北地方太平洋沖地震における鬼怒川・小貝川
低地の液状化発生域とその土地条件．液状化発
生域は国交省関東地整・地盤工学会（2011）に基づ
く．
図３　筑西市北部（大関，井出蛯沢，小栗，国府田）
における液状化発生域と地形区分（治水地形分
類図）．液状化発生域のデータは国土交通省関
東地方整備局・地盤工学会（2011）に基づく．
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おける液状化発生とみなされている（国土交通省関
東地方整備局・地盤工学会 2011）。
　これらの地区の土地履歴についても，国土地理院
が過去に撮影した多時期の空中写真で検討した結果，
関本肥土の液状化発生域における砂利採取場の存在
が，1975年 11月，1976年 5月，1980年 10月 の 3
時期の国土地理院撮影空中写真から確認できる（図
6）。この砂利採取場はその後埋め戻され，1985年 5
月撮影空中写真では農地となっていることが判読で
きる。また，関本中地区の既存ボーリング資料をみ
ると，地下水位は地表面下 3 m以浅と比較的浅い
位置にある。これらのことから，この領域で発生し
た液状化は地盤表層部に存在する砂利採取場を埋め
戻した土砂が液状化した可能性がある。その一方，
図４　筑西市大関の 1974年砂利採取場分布．国土地
理院撮影空中写真（CKT7410-C40-4）を用いて
作成．
図５　筑西市大関，井出蛯沢における液状化発生域と
1974年から 1986年にかけての砂利採取場分布
との関係．
図６　筑西市関本における液状化発生域，1975年から 1980年にかけての砂利採取場分布
と地形区分（治水地形分類図）．液状化発生域のデータは国土交通省関東地方整備
局・地盤工学会（2011）に基づく．
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関本中や上野の液状化発生域における過去の砂利採
取場の存在は，空中写真や旧版地形図などからは確
認できなかった。これらの領域は治水地形分類図で
は旧河道やそれに沿って分布する自然堤防とされて
いるが，迅速測図や旧版地形図をみるとこの領域に
おける河道（水域）の存在は確認できないことから，
この領域に河道が存在した時期は明治初期以前であ
る。この地区を 1967年 10月から 1974年 12月まで
の約 7年間に撮影した空中写真は存在しない。この
時期は，鬼怒川・小貝川低地において多くの領域で
砂や砂利の採取がおこなわれていた時期であり，そ
の間のこの地区における砂利採取履歴を今後多角的
に検討するともに，河道変遷史についても明らかに
していく必要がある。
２．下妻市南部（鬼怒）の液状化発生域
　茨城県下妻市南部の鬼怒地区では，多くの地点に
おいて液状化の発生が確認されている（小荒井ほか 
2011；国土交通省関東地方整備局・地盤工学会 2011；
先名ほか 2012；若松・先名 2015）。それらの液状化
発生地点は，旧版地形図や治水地形分類図に基づく
と，鬼怒川のかつての蛇行部であった旧河道やそれ
に沿って存在する自然堤防に集中的に分布している
（図 7）。この地区の液状化発生域の土地条件につい
て，既存の報告においては，鬼怒川旧河道やそれに
沿った自然堤防における液状化発生とされている
（小荒井ほか 2011；国土交通省関東地方整備局・地
盤工学会 2011；先名ほか 2012；若松・先名 2015）。
　この地区の土地履歴について，この地区に設置さ
れている土地履歴に関する石碑，文献資料，旧版地
図７　下妻市鬼怒における液状化発生域，1968年から 1984年にかけての砂利採取場分布（a）と地形区分（治
水地形分類図，b）．液状化発生域のデータは国土交通省関東地方整備局・地盤工学会（2011）に基づく．
図８　常総市鬼怒地区の鬼怒川蛇行部における捷
水路開削に伴う河道変遷．1934（昭和 9）
年要部修正 5万分の 1地形図「水海道」か
ら抜粋（縮尺を改変）．
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形図や米軍・国土地理院が撮影した多時期の空中写
真から検討する。この鬼怒地区の旧河道は，昭和初
期に捷水路開削を伴う河川改修工事によって廃川化
された領域であり，1935（昭和 10）年に現河道へ
の付け替えがおこなわれ，1938（昭和 13）年に完
工したことがこの地区に設置されている石碑に記さ
れている。このことは，昭和 9年要部修正 5万分の
1地形図「水海道」からも読み取れる（図 8）。また，
1947年米軍撮影空中写真を判読すると，旧河道が
水田になっていることが読み取れる（小荒井ほか 
2011）。その後，この地区の液状化発生域の多くの
領域において，1960年代後期から 1990年代にかけ
て砂利採取場が存在していたことが，この間に国土
地理院が撮影した空中写真から判読できる（図 7）。
上述の地区の事例と同様に，それらの砂利採取場の
位置は空中写真の撮影年ごとに異なっており，時系
列でその分布状況が細かく変化していることが読み
取れる。それらの砂利採取場では砂利の採掘終了後
に埋め戻され，現在はごみ処理施設，下水道処理施
設，総合公園，水田や住宅地などとして造成・整備
されている。その住宅地においては，液状化に起因
すると思われる戸建家屋の不同沈下等の被害が生じ
た（小荒井ほか 2011；若松・先名 2015）。既存ボー
リング資料によると，下水道処理施設「きぬアクア
ステーション」周辺における地下水位は概ね地表面
下 2 m以浅であり，地盤表層部には N値 10以下の
緩詰めの埋土や砂質土が存在している。また，中埜
ほか（2017）は，地中レーダ（GPR）探査によって，
旧河道部には河道閉塞後の埋積層と思われる堆積物
が 0.5～1.5 m程度表層部に堆積しており，この旧
河道埋積層が相対的に厚く堆積している旧河道攻撃
図９　常総市上蛇町（吉野公園周辺）における液状化発生域，1972年から 1977年に
かけての砂利採取場分布と地形区分（治水地形分類図）．液状化発生域のデー
タは国土交通省関東地方整備局・地盤工学会（2011）に基づく．
図10　1940年代前半の常総市上蛇町吉野公
園周辺の小貝川河道（蛇行部）の状況．
1944（昭和 19）年部分修正 5万分の 1
地形図「土浦」から抜粋（縮尺を改
変）．
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斜面側において液状化被害が大きかったことを示し
ている。
　以上のことから，この地区においては，旧河道に
おける水田造成時の盛土のほか，砂利採取場の埋め
戻し土などの地盤表層部に堆積する緩詰めの人工地
層が液状化した可能性がある。
３．常総市東部（上蛇町，川崎町）の液状化発生域
　小貝川右岸の常総市上蛇町においては，かつての
小貝川蛇行部（旧河道）が三日月湖（河跡湖）とし
て残存しており，その周辺は公園（吉野公園）とし
て整備されている（図 9）。その旧河道周辺部にお
いて液状化が発生し，旧河道のポイントバーに該当
する領域では，はらみ出しが生じたことによって河
川方向に沿った多数の開口亀裂の存在が確認された
（小荒井ほか 2011）。治水地形分類図によると，こ
の液状化発生域の地形条件は氾濫平野および自然堤
防である（図 9）。その 1kmほど下流側の常総市川
崎町においても，自然堤防上の農地における噴砂の
発生が確認されている（国土交通省関東地方整備
局・地盤工学会 2011）。
　この地区における土地履歴を米軍や国土地理院が
過去に撮影した多時期の空中写真や先行研究から検
討する。上蛇町の吉野公園周囲の旧河道は，1948
年米軍撮影空中写真を確認すると，その空中写真撮
影時にはまだ小貝川本川であったことが読み取れる
（小荒井ほか 2011）。このことは，1944（昭和 19）
年部分修正 5万分の 1地形図「土浦」からも読み取
れる（図 10）。1959年国土地理院撮影空中写真から，
小貝川河道が直川化しており，現在と同様の流路と
なっていることが判読できるため，その間に河道の
付け替えがおこなわれたことがわかる。1972年国
土地理院撮影空中写真から，吉野公園北側の旧河道
周辺において砂利採取場の存在が確認できる（図
9）。この砂利採取場はその後拡大し，1970年代後
期まで存在していたことが，1970年代後期に国土
地理院により撮影された空中写真から判読できる。
その後，この砂利採取場は埋め戻され，その領域の
ほとんどは吉野公園に隣接する総合スポーツ施設と
して整備されている。
　川崎町の液状化発生域も，上蛇町の液状化発生域
と同様の土地改変履歴を有していることが空中写真
から確認できる。1972年国土地理院撮影空中写真
から，この液状化発生域に砂利採取場が造成されて
いたことが読み取れる。この砂利採取場は 1975年
1月国土地理院撮影空中写真においてもその存在が
確認できるが，それ以降撮影された空中写真におい
ては農地になっていることが確認できる。
　このように，この地区の液状化発生域のほとんど
は，小貝川沿いの氾濫平野や自然堤防上に造成され
た砂利採取場を埋め戻した領域や，旧河道蛇行部の
ポイントバーに分布している。また，既存のボーリ
ング資料によると，この地区の地下水位は概ね地表
面下 2 m程度と浅い位置にある。これらのことから，
この地区においては砂利採取場の埋め戻し土を構成
する人工地層やポイントバー堆積物が液状化した可
能性が考えられる。
Ⅳ　液状化危険度評価における意義と課題
　東北沖地震においては，利根川下流域の茨城県神
栖市や鹿嶋市においても砂利採取場跡地において液
状化が多発したことが明らかにされている（青山・
小山 2017）が，本地域においても砂利採取場跡地
において液状化が多く発生していたことが明らかと
なった。また，茨城県那珂川，久慈川や宮城県白石
川，鳴瀬川，江合川などの流域においても，複数の
砂利採取場跡地で液状化が発生していたことが指摘
されている（青山 2016）。砂質土によって埋め戻さ
れた砂利採取場跡地は液状化しやすく，過去の大規
模地震においても液状化が多数発生していることか
ら（若松 1991，2018；若松ほか 2006），砂利採取場
跡地の詳細な分布を明らかにすることは，液状化危
険度の高い領域を抽出し，精度の高い液状化危険度
評価をおこなううえで重要である。
　本地域における液状化発生域の土地条件を再検討
した結果，これまで後背湿地や自然堤防などの自然
地盤における液状化発生とみなされていた事例には，
1960年代以降に造成された砂利採取場が埋め戻さ
れた領域である砂利採取場跡地での液状化発生と考
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えた方が適切である事例が多くみられ，そのような
領域においては砂利採取場の埋め戻しに用いられた
土砂が液状化した可能性が高いことが明らかとなっ
た。青山・小山（2017）が指摘したように，砂利採
取場の造成から埋め戻しまでの期間は数年程度と短
いものが多数みられ，砂利採取場の分布は時系列で
細かく変化することから単一年度の空中写真のみか
らではそれらの分布を明らかにすることができない。
また，砂利採取場の一つあたりの面積はそれほど大
きくなく，2万 5千分の 1地形図や治水地形分類図，
土地条件図などに図示されることはほとんどない。
さらに，過去の砂利採取場の詳細な分布を示した行
政資料も残されていない場合が多い。
　これらのことから，多時期の空中写真や地図など
の地理空間情報を用いて，高い時間分解能で過去の
砂利採取場分布を把握することは，精度の高い液状
化危険度評価を行ううえで必要なことと言える。多
摩川下流域においては，砂利採取場跡地が多数分布
していることが明らかにされている（青山 2016）。
液状化危険度の高い砂利採取場跡地は，都市化が進
展した都市部や都市近郊にも多数存在している可能
性があるため，早急にその詳細な分布を明らかにし，
それらの表層地盤に関する調査を進め，精度の高い
液状化危険度評価を行う必要がある。また，上述の
ように，本地域における砂利採取場跡地の液状化発
生域は，これまで後背湿地や自然堤防などの自然地
盤における液状化とみなされることが多かった。こ
のことは，自然地盤における液状化発生危険度の過
大評価につながるとともに，液状化発生危険度の高
い砂利採取場跡地（採掘跡地）の存在が多くの地域
において見落とされている可能性を示す。今後，他
の地域においても液状化発生域の土地条件および土
地条件ごとの液状化しやすさなどを再検討する必要
がある。
Ⅴ　まとめ
　2011年東北地方太平洋沖地震による鬼怒川・小
貝川低地における液状化発生地点の多くは，これま
で氾濫平野や自然堤防など，自然地盤における液状
化発生とみなされることが多かったが，本研究の結
果，砂利採取場を埋め戻した領域や旧河道において
盛土造成した領域など，人工地盤において液状化が
多発したことが明らかとなった。それらの砂利採取
場は，1960年代以降造成され，採掘終了後に埋め
戻された。したがって，堆積年代が 50年未満の新
しい人工地盤における液状化発生という点において，
臨海部の埋立地や旧河道・旧湖沼などの液状化が多
発した土地条件と共通している。
　砂利採取場の造成から埋め戻しまでは数年程度と
短いものも多く存在する（青山・小山 2017）こと
から，本研究において用いた過去に国土地理院が撮
影した空中写真のみからでは抽出できなかった砂利
採取場跡地も存在するものと思われる。今後，精度
の高い液状化危険度評価をおこなうためにも，聞き
取り調査や他の資料の精査などにより，砂利採取場
跡地の抽出を日本列島各地において進める必要があ
る。
　日本列島の沖積平野上では，古くから人為的土地
改変が進んだ領域が多く存在している。そのような
人為的土地改変履歴を有する領域は液状化に対して
脆弱であることから，人為的土地改変の履歴を明ら
かにすることは，液状化危険度評価を行ううえで重
要なことである。そのような人為的土地改変の履歴
は，自然科学的観点に基づいた調査のみならず，人
文・社会科学的観点に基づいた調査も有効である。
今後，諸地域における防災・減災のためにも，土地
の履歴を多角的に調査・検討し，土地の履歴を反映
した液状化発生危険度評価を行う必要がある。
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